
○登録者情報

大野 博堂（おおの はくどう）

所在地 東京都千代田区平河町２－７－９ 

組織名・（株）NTT データ経営研究所 

  パートナー 

  金融政策コンサルティングユニット長 

  地域公共政策チーム 

略歴 

 早稲田大学卒業後、NTT データ通信（現 NTT データ）に入社。大蔵省（現財務省）大臣官

房総合政策課でマクロ経済分析に従事。2006 年より NTT データ経営研究所にて省庁や自治

体向けの政策課題解決のコンサルティングを担う。サイバーセキュリティ対策を得意とし、

総務省・内閣官房・防衛省・警視庁公安部・金融庁がそれぞれ主催する企業や自治体向けサ

イバーセキュリティ演習の企画立案を担うとともに、講師を務める。マイナンバーやサイバ

ーセキュリティ、地域活性化に関する著書、寄稿、講演多数。現在、複数の自治体で地域活

性化アドバイザーを務める。飯能信用金庫非常勤監事、東工大サイバーセキュリティ経営戦

略コース講師。 

○主な取組内容・実績

 東工大サイバーセキュリティ経営戦略コース講師（2019年～）

 総務省主催「地域のセキュリティコミュニティ高度化に向けたサイバーセキュリティ

セミナー」での講師

 自治体職員向け研修として、データ利活用を踏まえた政策課題導出を企図する「考える

力研修」の講師

 自治体向け情報システムのサイバーセキュリティ対策の立案支援

地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業 

（地方公共団体のＤＸ関係） 



 

 自治体における情報システム刷新に向けた公募手続き及び選定手法・仕様書記載要件

の見直しに関する支援 

 自治体における情報システム刷新向けた事務効率改善策の導出と BPR 活動展開の支援 

 自治体向けホームページの機能改善支援 

 自治体向けふるさと納税に関する納税者データの分析による返礼品別ターゲティング

戦略の立案支援 

 自治体向けサードパーティリスク対応の支援（経済安全保障に向けた事前準備動作） 

 遠隔地間の自治体の特産物を相互に流通させる自治体間連携協定締結の支援（九州と

北海道の自治体間のお見合いをマッチング） 

 自治体における総合政策アドバイザー（複数自治体での実績） 

 自治体における地域データ利活用による福祉政策立案、観光戦略立案支援 

   

○その他 
（主な著書） 

 「マイナンバー義務的対応&利活用ガイド」（金融財政事情研究会） 

 「サイバーセキュリティと BCPの実務」（金融財政事情研究会） 

 「徹底解説！ マネロン・テロ資金供与対策」（近代セールス社） 

 「検査マニュアル廃止後の検査監督と融資実務」（近代セールス社） 

 「地域金融機関のための RAF 構築」（金融財政事情研究会） 

 「AI が変える 2025 年の銀行業務」（近代セールス社） など 

 

（自治体支援・地域活性化に関する最近の講演や寄稿） 

 総務省主催 地域向け無料セキュリティセミナー及び演習における講義（自治体・地域

企業が参加） 

https://www.soumu.go.jp/soutsu/tohoku/kohoshi/20220222cyberincidentseminar.html 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000785761.pdf 

 

 フィンテックジャーナルにおける連載の寄稿（地域活性化、自治体デジタル対応、など） 

https://www.sbbit.jp/article/fj/56029 

 

 自治体職員向け DX セミナーでの講師実績 

https://www.saitamaresona.co.jp/labtama/oshirase/pdf/20211228.pdf 
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2

3

4

5

6

7

情報システムの標準化・共通化

マイナンバーカードの利活用の推進

行政手続のオンライン化

データ利活用・ＥＢＰＭ

ＢＰＲ・業務改革

デジタル人材の育成

その他（　セキュリティ対策、地域活性化支援、ふるさと納税活性化支援、地域活性化アドバイザー業務　）

5

【地方公共団体のＤＸ関係】

2 ＤＸ・ＧＸの取組 9 PPP/PFI、包括的民間委託、指定管理者制度

下記の取組分野のうち、該当するものに○を付してください（複数回答可）

1

取
組
分
野

技術職員の確保対策

12

水道事業・工業用水道事業

1

システム導入・更新（システム共同利用に
よる広域連携含む）

3

公立病院経営強化プランの策定及び経
営強化の取組

病院事業

下記の取組分野のうち、該当するものに○を付してください（複数回答可）

水道料金関係（滞納整理等）

電気事業・ガス事業 下水道事業

介護サービス事業

地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業

アドバイザー取組分野　一覧

【公営企業関係】

3 経営戦略の策定・改定

1 水道事業 11 船舶事業

16 宅地造成事業

市場事業

2 簡易水道事業

10

8 ガス事業

6

18

駐車場整備事業

12

大野博堂

下記のうち、助言可能な事業に○を付してください（複数回答可）

鉄道事業

15

17

地方公営企業法の適用

5

7 電気事業

病院事業

第三セクター20下水道事業

4 11

医師等の確保・働き方改革

9

各
事
業
分
野

事
業
共
通

7 事業廃止、民営化・民間譲渡

13 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

料金改定

施設の統合・廃止

8

10

1

システム導入・更新（システム共同利用による広域
連携含む）

2

1 施設建設コスト（老朽化対策含む）の効率化

7 病院建設費のコスト削減

1

3

5

取
組
分
野

下記の取組分野のうち、該当するものに○を付してください（複数回答可）

維持管理コストの効率化

中長期的な維持管理・更新等の経費の見込み等の推計

公共施設等に係る方針の策定・取組（更新・長寿命化、統合・廃止等）の支援

全庁的な体制の構築やPDCAサイクルの確立（数値目標の設定を含む）

総合管理計画の予算編成等への活用

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

2

3

4

5

1

1

2

3

6

2

軌道事業・自動車運送事業・鉄道事業・船舶事業

5

6

2 原材料調達の低コスト化

アセットマネジメント

【公共施設等総合管理計画の見直し・実行関係】

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

8

1

1 運転手・技術職員の確保対策

対
象
事
業

下記の取組分野のうち、該当するものに○を付してください（複数回答可）

港湾整備事業

3 工業用水道事業 13

経営診断・コスト分析

4 軌道事業 14

6 第三セクターの経営健全化

2 運転手の労務管理

4 経費削減等の病院経営の効率化

19

と畜場事業

自動車運送事業

4

財務書類の整備・早期作成

公会計情報（指標等）を用いた財政分析

【地方公会計の整備・活用関係】

診療報酬の最適化

取
組
分
野

観光施設事業

取
組
分
野 施設の統廃合・共同利用（広域連携含

む）

固定資産台帳の整備・早期更新

病床機能転換及び診療体制の一体的見直し
（公立病院医療提供体制確保支援事業の基礎的
支援）

施設別・事業別等の財務書類の作成・活用

公共施設マネジメントへの活用

その他事業（　　　　　　　　　　）

2

3 経営形態の見直し

車両（船舶）整備の低コスト化

上下水道の広域化

地域医療提供体制の機能分化・連携強化

病院建替の基本構想・建替計画の策定

4


